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HACCP は義務化に向けた整備が行われており、今後注目を集める食品衛生管理の 1 つであろ
う。しかし、食品衛生管理や食品安全マネジメントシステムに注力する企業が増加していな
がら、クレーム発生や事故の件数はゼロになることはなく、むしろクレーム発生件数は、増
加傾向にある。東京都福祉保健局によると、図 1 の通り、苦情件数は平成 27 年度に 5513 件
であり、平成 23 年度と比較し約 750 件増加した。 
東京都福祉保健局による報告では、異物混入についての苦情が大半を占め、1000 件を超え
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英国のＢＳＥ事件 BSE 牛由来の製品すべて輸入自粛 
小学校給食で O157 の集団食中毒 O157 
オイスターソースよりボツリヌス A
型菌を検出 
ボツリヌス A 型菌 






























寿司屋で食中毒 赤痢 100 名以上の患者 
ナチュラルチーズによる集団食中毒 リステリア菌 
韓国産カキによる食中毒 赤痢菌 
寿司による食中毒 A 型肝炎食中毒 

















































































柏餅によるＯ157 食中毒発生 Ｏ157 団子・柏餅 






































































                     出所：戸波（2016）を編集 
図 2 自主回収の原因  
 
 
（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 

























（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 










（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 



























（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 




（平成 27 年食料産業局の調査を基に作成） 
































編、食品小売事業者編がある。例えば、「食品事業者の 5 つの基本原則 食品製造事業者・食
品輸入事業者編（平成 28 年 1 月改定版）」では、コンプライアンスの意識強化、衛生管理・
品質管理、お客様のニーズ把握などの他、企業の取組方針を内外に宣言し具体化とそれを実
行することを重要とし、消費者の信頼を確保するために行動するよう記す。同じく「食品事



























表 2 食品事故対応マニュアルへ記載項目（例）を編集 








































出所：食品事業者の 5 つの基本原則（2016 年 1 月改訂版 農林水産省） 
 






























2.1 リスクマネジメントとクライシスマネジメント（危機管理）  
世界的には、国際標準化機構（ISO）が、2009 年 11 月に ISO 31000:2009（以下、ISO31000）
として、リスクマネジメントの国際的なガイドラインを公表した。その後、ISO 31000 に習








 日本の食品安全分野では、2003 年食品安全基本法によりリスク管理（Risk management）、





























図 8 リスクマネジメントとクライシスマネジメントの境界 
 
 






























































マニュアル 訓練   
山本（2012） 被害の抑制、事後の適切
な処置、その事前準備 




  〇 〇 




〇 〇  〇 
 
既に述べたように、食品安全の分野では、具体的な緊急事態対応の法律はないが、食品安










































































図 9 食品企業による危機管理の作業手順 
 
山本（2012）は食品企業による危機管理の作業手順を構築するにあたり、大手酒類製造事

















































































表 5 食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引きと山本（2012）の比較 
食品企業の事故対応マニュアル作成のための手引き
（平成 28 年改訂版） 
山本（2012） 











(5) 製品回収の考え方  
①  基本的な考え方 
危機発生探知：緊急事態対応の必要性の判断 
②  食品事故の重要度の分類 










(2) 初期対応  
①  事実確認および確認事項の整理 （記載なし） 













(6) 被害者への対応 （記載なし） 





(9) 消費者への対応 緊急事態対応：情報開示 
(10) 流通、取引先への対応 （記載なし） 
(11) 関係する業界、団体への対応 危機発生探知：権限機関への通報と連携 
5  危機収束段階の活動  
(1) 再発防止のための見直し （記載なし） 










































































































































ステップ 1 製品回収を必要とする食品事故経験があり、ノウハウを持つ大手水産加工業 A
社にインタビュー調査を行い製品回収マニュアルの項目と内容を把握する。 
 

























明らかにするため、M-GTA でも客観性を維持することを注意し、分析を行う（木下 2007）。 







































概念№ 13  











第4章 大手水産加工業 A 社の製品回収マニュアル実態調査 
 














ータとして使用した。インタビュー概要を表 7 に示す。 
 
表 7 A 社概要及びインタビュー概要 
日時 2017 年 10 月 6 日（金） 
場所 A 社 B 工場 
回答者 
B 工場 総合工場長 C 氏 




① 工場の概要（生産品や生産量・従業員数等）について  
② 規格基準（ISO や HACCP 等の取得時期・取得状況等）について 








4.3 大手水産加工業 A 社調査結果 
2017 年 10 月に水産加工食品を製造販売する大手企業 A 社 B 工場（以下、B 工場）の総合工
場長の C 氏と品質管理担当の D 氏にインタビュー調査を行った。 
B 工場では、ちくわとカニフレークを生産する「加工食品第一工場」、ソーセージを生産す
る「加工食品第二工場」、焼きおにぎりやピラフ等の米飯を生産する「冷凍食品工場」、業務
用の調味料等を生産する「調味料第一工場」「調味料第二工場」の 5 工場からなる。B 工場に
30 
所属する従業員は約 600 名であり、配送や倉庫、お弁当のベンダー所属の協力会社従業員を
含めると約 1200 名の従業員が出入いりする工場である。A 社 B 工場の概要を表 8 に示す。 
 
表 8 A 社 B 工場概要 
従業員数 
B 工場従業員：約 600 名 





総合衛生管理製造過程（1999 年 2007 年） 
ISO9001（1999 年 1 月/2017 年 12 月返還予定） 
FSSC22000（2017 年 8 月） 





生産重量 42,800ｔ（2016 年実績） 
 
4.3.1 品質保証体制 
B 工場は総合衛生管理製造過程を 1999 年と 2007 年に取得し、1999 年 1 月には ISO 9001、













A 社の品質保証体制を図 12 に示す。 
31 
 




製品回収基準書は、2000 年 8 月、A 社の冷凍食品（a 製品）にハエが混入した問題をきっ
















生じているか、② 法令違反となるか、③ 誤った情報提供を行ったか、④ 第三者による意図
的な加害の可能性があるか、⑤ 社会的信用の失墜となるか、の 5 点である。 
32 
A 社に対するお客様からの苦情は、① お客様サービスセンターに連絡がある場合、② 営業



































図 13 A 社製品回収に関する対応図（製品回収基準書） 
 





















                
（筆者作成） 
図 14 A 社 B 工場製品回収に関する対応図（製品回収要領書） 
 








作成のための手引き」の第 3 章 3～5 項に対応する。 
A 社の食品事故対応について、今回の調査では未確認となった箇所はあるが、食品企業の










ト案を作成した。これを図 15 に示す。 
35 
 




（平成 28 年改訂版） 
大手水産加工業 A 社 













(5) 製品回収の考え方  
① 基本的な考え方 製品回収基準書内記載 




4  重大な食品事故が生じた際の対応  
(1) 組織体制の設置 事故対策本部設置 
(2) 初期対応  
① 事実確認および確認事項の整理 事故対策本部 
② 製品回収の判断および回収計画 事故対策本部 









(6) 被害者への対応 未確認 
(7) 所轄の保健所等の行政への対応 製品回収要領書 
(8) 各種報道機関への対応 事故対策本部にて決定 
(9) 消費者への対応 事故対策本部にて決定 
(10) 流通、取引先への対応 事故対策本部にて決定 
(11) 関係する業界、団体への対応 製品回収要領書内記載 
5  危機収束段階の活動  
(1) 再発防止のための見直し 再発防止策の有効性確認 
(2) 信頼回復のための活動と広報 未確認 












第5章 中小水産加工業 E 社の製品回収マニュアル実態調査 
 




5.1 中小水産加工業 E 社調査目的 
中小水産加工業 E 社へインタビューを実施し、製品回収マニュアル作成に至る経緯や活用
状況を調査し、第 4 章で作成した製品回収マニュアルテンプレート案の実用性を確認する。 
 
5.2 中小水産加工業 E 社調査概要 
2017 年 11 月、地方中小水産加工業者 E 社代表取締役社長 F 氏にインタビュー調査を行っ
た。E 社の調査概要を表 10 に示す。 
 
表 10 E 社インタビュー概要及び企業概要 
日時 2017 年 11 月 4 日（日） 
場所 東京海洋大学 研究室 









② 規格基準（ISO や HACCP 等の取得時期・取得状況等）につい
て  













行う企業である。半調理済み食品の他に瓶詰商品の製造も行い、売上 7,800 万（2017 年 2 月
決算）、従業員 12 名（パート含む）の中小企業である。E 社の企業概要を表 11 に示す。 
録音したインタビューをテキスト化した結果、21,863 文字のテキストを得た。テキスト化
で得られたデータから M-GTA の分析方法に沿って概念化を行い、233 枚の「分析ワークシー
38 
ト」を作成した。2.3.3 の分析ワークシートから次節で詳述した手順により、60 個のカテゴ
リを生成しその中から、本研究に関する 20 個のカテゴリを分析の対象とした。 
 
表 11 E 社企業概要 






自治体 HACCP（2016 年） 






ら、本研究に関する 20 個のカテゴリ一覧を表 12 に示す。なお、表 12 の概念№は、添付資料
の分析ワークシートと対応する。（E 社分析ワークシートは添付資料を参照） 
 
表 11 E 社カテゴリ名一覧 






































































































































































































































































































































































































































































































































5.3 で得られたカテゴリは 60 個であるが、製品回収に関する 20 個のカテゴリを対象とし
















































































〇 未確認  未確認  
3 事実確認 〇 〇 〇 
4 事実確認結果の整理と監督官庁への届け出提出 未確認 〇 〇 
5 製品回収の考え方    
① 基本的な考え方 
〇 〇 〇 
② 食品事故の重要度の分類 
③ 初期対応フロー 〇 〇 未確認  
4 重大な食品事故が生じた際の対応    
1 組織体制の設置 〇 〇 〇 
2 初期対応    
① 事実確認および確認事項の整理 〇 〇 〇 
② 製品回収の判断および回収計画 〇 〇 〇 
47 








未確認 〇  未確認 
6 被害者への対応 未確認 〇 ★ 
7 所轄の保健所等の行政への対応 〇 〇 〇 
8 各種報道機関への対応 〇  未確認 未確認  
9 消費者への対応 〇 〇 〇 
10 流通、取引先への対応 〇 〇 〇 
11 関係する業界、団体への対応 〇 未確認   未確認 
5 危機収束段階の活動    
1 再発防止のための見直し 〇 未確認  〇 
2 信頼回復のための活動と広報 未確認 未確認  未確認  
3 危機対応の事後評価 〇 未確認  〇 



































6.2 中小水産加工業 G社調査概要 
2017年 11月関東地方に所在する中小水産加工企業 G社の専務取締役 H 氏、品質管理課課長
I氏にインタビュー調査を行った。G社のインタビューガイドを表 14に示す。 
 
表 13 G社インタビュー―概要及び企業概要 
 
日時 2017年 11月 24日（金） 
場所 G社 商談室 
面談者 
G社 専務取締役 H氏 









② 規格基準（ISO や HACCP 等の取得時期・取得状況等）について  















































従業員数 約 120名 
製造品 スモークサーモン、煮魚、焼魚 
資本金 3,000万円 
売上 約 3億円円 







表 15 G社カテゴリ一覧 
































































































































































































































































































































                                     


































































   







































































































































〇 （記載なし） （記載なし）  （記載なし）  





未確認 〇 〇 〇 
(5) 製品回収の考え方     
① 基本的な考え方 








    
(1) 組織体制の設置 〇 〇 〇 〇 








〇 〇 〇 〇 












未確認 〇 〇 （記載なし）  








〇 （記載なし） （記載なし）  （記載なし）  




























































































・一般財団法人日本規格協会（2007）「対話 ISO22000：2005 食品安全マネジメントシステム 
フードチェーンのあらゆる組織に対する要求事項」平文社 
・井上邦夫（2015）「リスクマネジメントと危機管理―コミュニケーションの視点から―」経
営論集 86号（2015年 11月）P101-111 
・危機マネジメント研究会編集（2002）「実践危機マネジメント」 
・吉川肇子（2000）「リスクと付き合う」ゆうひかく選書 












農業と経済第 74巻第 11号 
・新山陽子（2016）「食の安全・信頼の構築と経済システム」農林統計出版 
































































定義 関東個人宅配業は MSC 認証ラベルを表示したがる 
具体例 んー。関東個人宅配 Aaさんは、欲しがりますね。 





















































   
概念№ 8 
 
概念 現在 HACCP は販売者のためにある 
定義 HACCP を知っている消費者は少なく、販売者のお守りである 
具体例 少ない、少ないです少ないです。HACCP は売る方のお守りというか 
   
概念№ 9 
 
概念 HACCP は必要である 















   
概念№ 11 
 
概念 HACCP 義務化 
定義 近々HACCP は義務化になる 
具体例 HACCP も実は県が、あの HACCP が義務化になるやないですかもう、来年、再来年・・・ 
   
概念№ 12 
 
概念 義務化になれば消費者が HACCPを必要とする 




   
概念№ 13   






   
概念№ 14 
 


























































定義 400分の 1で発症 
具体例 その家族だったので出たのが。確か 400パックくらいだした中で。 














































   
概念№ 27 
 
概念 PL 保険を利用 
定義 PL 保険を利用 
具体例 H で、PL 保険を使って、ま、病院代とかそういうもの 









































   
概念№ 33 
 
概念 HACCP 取得と同時に製品回収マニュアルを作成 
定義 HACCP 取るのと並行して製品回収マニュアルを整備 
具体例 平行してですね。うちは三つの柱が Sさんなんで。 











































































































































   
概念№ 49 
 
概念 差別化が目的で HACCP を取得 
定義 HACCP 取得理由は差別化 
具体例 それとやっぱ差別化してもらう？うちは違うんだよっていう差別化。 




























   
概念№ 53 
 






   
概念№ 54 
 
概念 HACCP 作成に他県のサイト等を参考にする 










































具体例 で、それ(Aa に水産の講習会）にも私は三日間ずっと通って。 



































とで二か月に 1 回工場を止めて、そういう確認をする講習をしたりとか、 









   
概念№ 64 
 
概念 HACCP 取得後も積極的に質問を行う 








































































































































































一般の BtoC が少ないので。 








































表 17 G社分析ワークシート 








概念№ 2  
概念 取引先により、消費者の知識が異なる 























概念№ 5  
概念 製品回収マニュアルや ISO取得の作成資料は生協を参考にした 












概念№ 7  


























































概念№ 14  
概念 製品回収マニュアルは難しい言葉を使用すると理解できない可能性 


















































概念№ 20  
概念 取引先により求められる品質管理も異なる 



























































































































概念№ 35 ISOに沿った製品回収マニュアルを作成済 













































   
概念№ 41 
 
概念 経営者の判断で企業活動の内容が決まる 
定義 利益に直結しなくても手をかけられるかは経営者の判断 
具体例 
（経営者の判断が）利益に直結しなくても、どこまで手をかけるかっていう
のは社長の判断ですね。 
 
